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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 73,955 11.6 7,107 18.7 7,287 20.4 3,731 25.5
20年3月期 66,294 9.1 5,987 76.8 6,052 67.9 2,974 51.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 87.95 ― 7.5 10.2 9.6
20年3月期 69.51 ― 6.1 8.5 9.0

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  6百万円 20年3月期  2百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 69,433 50,553 72.4 1,204.31
20年3月期 73,344 48,971 66.5 1,139.40

（参考） 自己資本   21年3月期  50,239百万円 20年3月期  48,747百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 3,449 △2,490 △1,834 13,231
20年3月期 3,008 △1,723 △1,130 14,143

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 20.00 20.00 855 28.8 1.8
21年3月期 ― ― ― 20.00 20.00 834 22.7 1.7

22年3月期 
（予想）

― ― ― 15.00 15.00 30.9

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

35,300 △2.9 1,460 △65.0 1,540 △64.7 840 △63.6 19.80

通期 64,800 △12.4 3,590 △49.5 3,710 △49.1 2,060 △44.8 48.55



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に
記載されるもの） 

(注) 詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期  44,183,960株 20年3月期  44,183,960株

② 期末自己株式数 21年3月期  2,467,294株 20年3月期  1,400,814株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 71,983 11.1 6,865 23.1 7,064 25.2 3,691 29.9
20年3月期 64,790 10.2 5,579 76.4 5,644 65.0 2,841 50.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期 86.98 ―

20年3月期 66.40 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 67,341 49,011 72.8 1,174.69
20年3月期 71,124 47,529 66.8 1,110.79

（参考） 自己資本 21年3月期  49,011百万円 20年3月期  47,529百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、３ページ「１．経営成績(１)経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

34,600 △2.4 1,420 △64.3 1,500 △64.0 830 △63.1 19.56

通期 63,000 △12.5 3,400 △50.5 3,540 △49.9 2,000 △45.8 47.13



当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や資源価格の暴騰が物価上昇を招き、米国のサブプライ

ムローン問題に端を発する金融不安が実体経済に影響を与えたことなどから「世界同時不況」といわれ

るまでに至り、輸出企業を中心に企業収益の圧迫、設備投資の手控え、雇用環境の悪化、消費抑制の高

まりなど、景気が一気に後退局面に入り、先行きの見えない状況となりました。 

 このような経済環境のもと、当社グループは2008年４月より、人材の確保と育成、ＣＳＲの推進、収

益力の向上などを骨子とする新中期経営計画「チャレンジ10」をスタートさせ、具体的施策を実施展開

してまいりました。 

 人材の確保と育成については、全国的な採用活動を展開した結果、目標人員の確保を達成、また社員

集合教育・階層別教育・ＲＳＴ教育の実施と講師陣の充実化に取り組んでおり、またその他に会社施設

の整備・拡充を図りました。 

 ＣＳＲの推進については、全従業員へ「エシックスカード」（倫理カード）を配布、ＣＳＲの５つの

視点を提示し、「太平電業企業行動憲章」、「太平電業倫理行動規準」の事例解説をまとめるなど、当

社グループの基本方針の浸透を図るとともに、社内規程についても雇用関連を中心に見直しを行いまし

た。 

 収益力の向上については、顧客とのコミュニケーションを重視した積極的な営業活動を行うととも

に、コスト競争力の強化に努め、また社有資機材の効率的活用を図るために、社内管理システムの再構

築に取り組みました。 

 このような結果、業績については、受注高662億６千３百万円（前年同期比6.4％減）、売上高739億

５千５百万円（前年同期比11.6％増）、うち海外工事は16億２百万円となりました。利益面について

は、売上高の増加と固定費の削減に努め、売上総利益率が改善したことで、営業利益71億７百万円（前

年同期比18.7％増）、経常利益72億８千７百万円（前年同期比20.4％増）、当期純利益37億３千１百万

円（前年同期比25.5％増）となりました。 

 当連結会計年度の期末配当金につきましては、平成21年４月21日開催の取締役会において、剰余金の

配当に関する基本方針に則り、前連結会計年度と同様の１株につき20円と決定いたしました。 

 なお、部門別の受注高、売上高、完成工事総利益の状況は次のとおりとなります。 

発電設備工事については、受注高486億７千７百万円（前年同期比11.9％減、構成比73.5％）となり

ました。その要因は自家用火力の改造工事と事業用火力のメンテナンス工事が減少したためでありま

す。売上高については、事業用火力の改造工事およびメンテナンス工事が増加したことにより、567億

７千５百万円（前年同期比9.4％増、構成比76.8％）となり、完成工事総利益は96億２千６百万円とな

りました。 

化工機設備工事については、受注高165億２千８百万円（前年同期比16.3％増、構成比24.9％）とな

りました。その要因は、製鉄関連の建設工事が減少したものの、メンテナンス工事が大きく伸びたため

であります。売上高については、環境設備の建設工事が伸び、製鉄関連のメンテナンス工事も順調に推

移した結果、155億９千５百万円（前年同期比22.8％増、構成比21.1％）となり、完成工事総利益は、

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

発電設備工事

化工機設備工事



23億８百万円となりました。 

その他設備工事は、受注高10億５千７百万円（前年同期比22.8％減、構成比1.6％）、売上高15億８

千４百万円（前年同期比6.0％減、構成比2.1％）、完成工事総利益は１億７千４百万円となりました。

今後の見通しにつきましては、世界的な不況のなか、日本経済の不況脱出の要となる輸出産業の回復

の兆しが見えない状況であり、企業においては当面厳しい収益環境となることが予想されます。 

 当社グループの主力事業とする電力業界は、電力需要が減少し始め、重電機器の国内生産もこれまで

の堅調な推移から大幅な減少に転じるとの見通しとなっております。また鉄鋼業界においても減産を余

儀なくされるなど、基幹産業における設備投資は、計画の縮小、延期、あるいは中止など大きく冷え込

むことが懸念されます。 

 国内工事については、こうした状況に加え、プラントの設備更新の端境期となり、限られた市場を新

規参入業者も含めて奪い合う熾烈な競争を強いられることが予想されます。また、低調であった海外工

事については、持ち直しに期待したいところでありますが、世界的な経済悪化の影響から先行きは不透

明であります。 

 このような状況下、新中期経営計画の２年目に当たり、主要顧客からの案件の掘り起しや新規顧客の

開拓などの営業活動に努めると同時に、受注競争力を高めるために更なるコスト削減による採算性の向

上を図り、販路を広げてまいります。また工事施工においては、「安全と品質の確保」を第一にし、技

術・工法の開発に取り組み、業界における「オンリーワン」の技術集団を目指し邁進してまいります。

 あわせて、社内においては、会社の継続的発展に向け、経営資源の集中と組織の効率化を進め、さら

に次世代への技術・技能の伝承を促進してまいります。 

  

その他設備工事



①資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

流動資産は、受取手形・完成工事未収入金が2,340百万円増加したものの、未成工事支出金が

5,361百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて4,142百万円減少し51,486百万円

となりました。 

 固定資産は、繰延税金資産が348百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて230

百万円増加し17,946百万円となりました。 

  

（ロ）負債 

流動負債は、支払手形・工事未払金の減少3,144百万円および未成工事受入金の減少1,872百万円

などにより、前連結会計年度末に比べて5,633百万円減少し17,078百万円となりました。 

 固定負債は、退職給付引当金が161百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて

140百万円増加し1,800百万円となりました。 

  

（ハ）純資産 

純資産は、利益剰余金の増加2,933百万円などにより、前連結会計年度末に比べて1,581百万円増

加し50,553百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は13,231百万円となり、前連

結会計年度末より911百万円減少しました。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは3,449百万円の増加（前連結会計年度比441百万円増）とな

りました。これは、主に売上債権の増加による資金の減少4,259百万円、および仕入債務の減少に

よる資金の減少3,174百万円があったものの、税金等調整前当期純利益7,031百万円、および未成工

事支出金等の減少による資金の増加5,358百万円等があったことによるものです。 

  

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは2,490百万円の減少（前連結会計年度比767百万円減）とな

りました。これは、主に有形固定資産の取得による支出1,686百万円等があったことによるもので

す。 

  

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは1,834百万円の減少（前連結会計年度比704百万円減）とな

りました。これは主に自己株式の取得による支出940百万円、および配当金の支払による支出856百

万円等によるものです。 

  

(2) 財政状態に関する分析



該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】



１．連結の範囲に関する事項 

 
豊楽興産㈱、不二機工㈱、新東洋ロール㈱、太平アルテック㈱、富士アイテック㈱、㈱古田工業所

 
㈱太平ティアンドアイ、タイ太平㈱ 

(3)非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社に関する投資については、小規模会社を除き、持分法を適用しておりま

す。 

 
(2)持分法適用の非連結子会社名及び関連会社名並びに持分法非適用の非連結子会社名及び関連会社

名は次のとおりであります。 

 
(3)持分法を適用しない理由 

上記の持分法非適用の非連結子会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が無いため、持分法の適用か

ら除外しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社である太平アルテック㈱の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たって

は同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間

に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行うこととしております。 

  

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

(1)連結子会社 ６社

(2)非連結子会社 ２社

(1)持分法適用会社数 関連会社 １社

持分法適用の関連会社名 東京動力㈱

持分法非適用の非連結子会社名 ㈱太平ティアンドアイ、タイ太平㈱



４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

 
なお、債券については先入先出法による償却原価法により原価を算定しております。 

  

たな卸資産 

 
なお、評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

  

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 
  

(3)重要な引当金の計上基準 

時価のあるもの・・・・・ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの・・・・・ 移動平均法による原価法

未成工事支出金・・・・・ 個別法

材料貯蔵品・・・・・・・ 先入先出法

有形固定資産及び ・・・ 

賃貸不動産 

(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってお

ります。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。ただし、取得価額が

10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する

方法を採用しております。また在外連結子会社は定額法を採用し

ております。

無形固定資産   ・・・ 

 (リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、ソフ

トウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間

(５年)による定額法を採用しております。

リース資産・・・・・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

貸倒引当金・・・・・・・ 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

賞与引当金・・・・・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の

内、当連結会計年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金・・・・・ 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき当連結会計年度の負担額を計上しております。

完成工事補償引当金・・・ 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の



   

  

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加     1,000,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加            83,850株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡による減少             18,059株 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 44,183,960 ─ ─ 44,183,960

２ 自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 1,400,814 1,084,539 18,059 2,467,294

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月20日 
取締役会

普通株式 855 20 平成20年３月31日 平成20年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年４月21日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 834 20 平成21年３月31日 平成21年６月29日



 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「建設事

業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 9,668百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △5,522 〃

有価証券勘定のうちマネー・マネージ
メント・ファンド

10 〃

短期貸付金のうち現先 9,988 〃

現金及び現金同等物 14,143 〃
 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 9,652百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △5,421 〃

有価証券勘定のうちマネー・マネージ
メント・ファンド

10 〃

短期貸付金のうち現先 8,989 〃

現金及び現金同等物 13,231 〃

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)及び

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)及び

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)及び

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)



 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・運搬 
具・工具器
具・備品

350 160 190

無形固定 
資産

3 1 1

合計 354 162 192

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具・備品

305 204 101

無形固定
資産

3 2 0

合計 308 207 101

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 77百万円

１年超 114 〃

合計 192 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 62百万円

１年超 39 〃

合計 101 〃

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 105百万円

減価償却費相当額 105 〃

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額 72 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 12 〃

合計 25 〃

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 ─ 〃

合計 12 〃

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

同左

(関連当事者情報)



(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

工事進行基準原価否認 740百万円

退職給付引当金 579 〃

賞与引当金 313 〃

工事損失引当金 192 〃

投資有価証券評価損 191 〃

ゴルフ会員権評価損 135 〃

貸倒引当金 59 〃

その他 493 〃

 繰延税金資産小計 2,706 〃

評価性引当額 △643 〃

 繰延税金資産合計 2,063 〃

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △506百万円

固定資産圧縮積立金 △1 〃

その他 △8 〃

 繰延税金負債合計 △515 〃

 繰延税金資産の純額 1,547 〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

工事進行基準原価否認 710百万円

退職給付引当金 645 〃

賞与引当金 402 〃

投資有価証券評価損 327 〃

ゴルフ会員権評価損 150 〃

貸倒引当金 57 〃

工事損失引当金 9 〃

その他 479 〃

 繰延税金資産小計 2,783 〃

評価性引当額 △731 〃

 繰延税金資産合計 2,052 〃

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △245百万円

固定資産圧縮積立金 △0 〃

その他 △6 〃

 繰延税金負債合計 △252 〃

 繰延税金資産の純額 1,799 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.6％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.4％

住民税均等割等 1.1％

評価性引当額の増減 0.3％

その他 0.7％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.9％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.3％

住民税均等割等 0.9％

評価性引当額の増減 2.3％

その他 0.4％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.6％



 

 

 

(有価証券関係)

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 
 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

株式 1,547 3,216 1,669 1,703 2,532 828

債券

 社債 ― ― ― ― ― ―

その他 3 10 6 ― ― ―

小計 1,550 3,226 1,675 1,703 2,532 828

(2) 
  
 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 1,145 875 △270 816 699 △116

小計 1,145 875 △270 816 699 △116

合計 2,696 4,101 1,405 2,520 3,232 711

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のあるものについて減損処理を行い、投資有価

証券評価損383百万円計上しております。

    なお、当該有価証券の減損にあたっては、期末

日における時価の簿価に対する下落率が40％以上

の銘柄につき一律減損処理するとともに、下落率

が30％以上40％未満の銘柄については、時価の回

復可能性が認められないと判断される銘柄を減損

処理することとしております。

    また、「取得原価」欄には、減損処理後の帳簿

価額を記載しております。

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のあるものについて減損処理を行い、投資有価

証券評価損404百万円計上しております。

    なお、当該有価証券の減損にあたっては、期末

日における時価の簿価に対する下落率が40％以上

の銘柄につき一律減損処理するとともに、下落率

が30％以上40％未満の銘柄については、時価の回

復可能性が認められないと判断される銘柄を減損

処理することとしております。

    また、「取得原価」欄には、減損処理後の帳簿

価額を記載しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売却額(百万円) 9 47

売却益の合計額(百万円) 0 25

売却損の合計額(百万円) 0 0

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類
前連結会計年度

(平成20年３月31日) 
(百万円)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

(百万円)

譲渡性預金 1,000 1,000

非上場株式及び出資証券 266 259

マネー・マネージメント・ファンド 10 10

投資事業有限責任組合及びそれに類
する組合への出資

5 ─



 

該当事項はありません。 

４．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

種類

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

１年以内 
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超 
５年以内 
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

債券

社債 ― ― ― ― ― ― 500 ―

その他 1,000 ― ― ― 1,000 ― ― ―

合計 1,000 ― ― ― 1,000 ― 500 ―

(デリバティブ取引関係)



 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定拠出年金制度及び退職一時金制度、国

内連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けております。また、従業員の退職等に際して

割増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度及び

退職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日現在)

①退職給付債務 △1,155百万円

②年金資産 87 〃

③未積立退職給付債務(①＋②) △1,067 〃

④会計基準変更時差異の未処理額 22 〃

⑤未認識数理計算上の差異 △400 〃

⑥未認識過去勤務債務 ― 〃

⑦連結貸借対照表計上額純額 

 (③＋④＋⑤＋⑥)

△1,446 〃

⑧前払年金費用 ― 〃

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) △1,446 〃

(注) 子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便

法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日現在)

①退職給付債務 △1,673百万円

②年金資産 96 〃

③未積立退職給付債務(①＋②) △1,577 〃

④会計基準変更時差異の未処理額 ─ 〃

⑤未認識数理計算上の差異 △432 〃

⑥未認識過去勤務債務 401 〃

⑦連結貸借対照表計上額純額 

 (③＋④＋⑤＋⑥)

△1,607 〃

⑧前払年金費用 ― 〃

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) △1,607 〃

(注) 子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便

法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 89百万円

②利息費用 18 〃

③会計基準変更時差異の費用処理額 17 〃

④数理計算上の差異の費用処理額 △35 〃

⑤過去勤務債務の費用処理額 ─ 〃

⑥小計 

 (①＋②＋③＋④＋⑤)

90 〃

⑦確定拠出年金掛金支払額 262 〃

⑧退職給付費用(⑥＋⑦) 352 〃

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。また、当

社は、平成20年４月１日付で退職金制度の規程

改定をおこなったため過去勤務債務が501百万

円発生しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 114百万円

②利息費用 29 〃

③会計基準変更時差異の費用処理額 17 〃

④数理計算上の差異の費用処理額 △37 〃

⑤過去勤務債務の費用処理額 100 〃

⑥小計 

 (①＋②＋③＋④＋⑤)

224 〃

⑦確定拠出年金掛金支払額 375 〃

⑧退職給付費用(⑥＋⑦) 599 〃

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

過去勤務債務の額の処理年数 ５年

数理計算上の差異の処理年数 10年

会計基準変更時差異の処理年数
主として９年で
あります。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  同左

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)



 

(注)算定上の基礎 

 

 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,139円40銭 1,204円31銭

１株当たり当期純利益 69円51銭 87円95銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

同左

１．１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 48,971 50,553

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 224 313

 （うち少数株主持分） (百万円) (224) (313)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 48,747 50,239

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

(株) 42,783,146 41,716,666

２．１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 (百万円) 2,974 3,731

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,974 3,731

普通株式の期中平均株式数 (株) 42,789,729 42,433,610

(重要な後発事象)



 
 (注)１．発電設備工事は、事業用・自家用火力、原子力の発電設備の工事。 

２．化工機設備工事は、製鉄所関係設備・化学プラント設備・ごみ焼却等環境設備等の工事。 

３．その他設備工事は、ビル設備・自社開発品の製作納入等の工事。 

5.【部門別受注高・売上高・受注残高】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日  
  至 平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成21年３月31日)

項  目
金  額
(百万円)

構成比率
(％)

金  額 
(百万円)

構成比率
(％)

受 
  
注 
  
高

発電設備工事 55,240 78.0 48,677 73.5

（うち電装工事） (2,844) (4.0) (2,589) (3.9)

化工機設備工事 14,214 20.1 16,528 24.9

（うち電装工事） (294) (0.4) (617) (0.9)

その他設備工事 1,370 1.9 1,057 1.6

（うち電装工事） (530) (0.8) (433) (0.7)

合計 70,825 100.0 66,263 100.0

（うち電装工事） (3,669) (5.2) (3,640) (5.5)

うち海外工事 864 1.2 3,525 5.3

売 
  
上 
  
高

発電設備工事 51,912 78.3 56,775 76.8

（うち電装工事） (2,449) (3.7) (2,602) (3.5)

化工機設備工事 12,697 19.2 15,595 21.1

（うち電装工事） (280) (0.4) (619) (0.8)

その他設備工事 1,684 2.5 1,584 2.1

（うち電装工事） (412) (0.6) (656) (0.9)

合計 66,294 100.0 73,955 100.0

（うち電装工事） (3,142) (4.7) (3,879) (5.2)

うち海外工事 1,404 2.1 1,602 2.2

受 
  
注 
  
残 
  
高

発電設備工事 28,537 87.4 20,440 82.0

（うち電装工事） (1,575) (4.8) (1,562) (6.2)

化工機設備工事 3,261 10.0 4,194 16.8

（うち電装工事） (26) (0.1) (23) (0.1)

その他設備工事 834 2.6 307 1.2

（うち電装工事） (240) (0.7) (17) (0.1)

合計 32,633 100.0 24,942 100.0

（うち電装工事） (1,842) (5.6) (1,603) (6.4)

うち海外工事 514 1.6 2,436 9.8



(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置

4 3 1

車両運搬具 24 17 6

備品 267 125 141

無形固定 
資産

3 1 1

合計 299 148 151

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置

4 4 0

車両運搬具 12 10 1

備品 247 171 76

無形固定
資産

3 2 0

合計 267 188 79

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 69百万円

１年超 82 〃

合計 151 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 54百万円

１年超 24 〃

合計 79 〃

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 96百万円

減価償却費相当額 96 〃

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 64百万円

減価償却費相当額 64 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 12 〃

合計 25 〃

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 ─ 〃

合計 12 〃

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

同左



前事業年度(平成20年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成21年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

 

該当事項はありません。 

(有価証券関係)

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

工事進行基準原価否認 740百万円

退職給付引当金 545 〃

賞与引当金 292 〃

工事損失引当金 192 〃

投資有価証券評価損 166 〃

貸倒引当金 159 〃

ゴルフ会員権評価損 135 〃

その他 443 〃

 繰延税金資産小計 2,677 〃

評価性引当額 △631 〃

 繰延税金資産合計 2,045 〃

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △503百万円

固定資産圧縮積立金 △1 〃

その他 △7 〃

 繰延税金負債合計 △512 〃

 繰延税金資産の純額 1,533 〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

工事進行基準原価否認 710百万円

退職給付引当金 618 〃

賞与引当金 382 〃

投資有価証券評価損 326 〃

貸倒引当金 149 〃

ゴルフ会員権評価損 133 〃

未払事業税 120 〃

その他 319 〃

 繰延税金資産小計 2,760 〃

評価性引当額 △775 〃

 繰延税金資産合計 1,985 〃

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △246百万円

固定資産圧縮積立金 △0 〃

その他 △4 〃

 繰延税金負債合計 △251 〃

 繰延税金資産の純額 1,733 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.7％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.4％

住民税均等割等 1.1％

評価性引当額の増減 0.2％

その他 0.8％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.4％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.3％

住民税均等割等 0.9％

評価性引当額の増減 2.1％

その他 0.1％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.6％

(企業結合等関係)



 

 

 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,110円79銭 1,174円69銭

１株当たり当期純利益 66円40銭 86円98銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

同左

(注)算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

前事業年度末
(平成20年３月31日)

当事業年度末
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 47,529 49,011

普通株式に係る純資産額 (百万円) 47,529 49,011

普通株式の発行済株式数 (株) 44,183,960 44,183,960

普通株式の自己株式数 (株) 1,395,252 2,461,043

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

(株) 42,788,708 41,722,917

２．１株当たり当期純利益

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 (百万円) 2,841 3,691

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,841 3,691

普通株式の期中平均株式数 (株) 42,795,291 42,439,464

(重要な後発事象)



 
 (注)１．発電設備工事は、事業用・自家用火力、原子力の発電設備の工事。 

２．化工機設備工事は、製鉄所関係設備・化学プラント設備・ごみ焼却等環境設備等の工事。 

３．その他設備工事は、ビル設備・自社開発品の製作納入等の工事。 

7.【個別部門別受注高・売上高・受注残高】

前事業年度
(自 平成19年４月１日  
  至 平成20年３月31日)

当事業年度 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成21年３月31日)

項  目
金  額
(百万円)

構成比率
(％)

金  額 
(百万円)

構成比率
(％)

受 
  
注 
  
高

発電設備工事 54,708 79.1 47,625 73.4

（うち電装工事） (2,844) (4.2) (2,589) (4.0)

化工機設備工事 13,774 19.9 16,403 25.3

（うち電装工事） (294) (0.4) (617) (1.0)

その他設備工事 668 1.0 834 1.3

（うち電装工事） (357) (0.5) (265) (0.4)

合計 69,151 100.0 64,863 100.0

（うち電装工事） (3,496) (5.1) (3,472) (5.4)

うち海外工事 799 1.2 2,953 4.6

売 
  
上 
  
高

発電設備工事 51,224 79.1 55,825 77.5

（うち電装工事） (2,449) (3.9) (2,602) (3.6)

化工機設備工事 12,623 19.4 15,099 21.0

（うち電装工事） (280) (0.4) (619) (0.8)

その他設備工事 943 1.5 1,058 1.5

（うち電装工事） (220) (0.3) (483) (0.7)

合計 64,790 100.0 71,983 100.0

（うち電装工事） (2,950) (4.6) (3,705) (5.1)

うち海外工事 898 1.4 1,085 1.5

受 
  
注 
  
残 
  
高

発電設備工事 28,126 89.3 19,926 81.7

（うち電装工事） (1,575) (5.0) (1,562) (6.4)

化工機設備工事 2,871 9.1 4,175 17.1

（うち電装工事） (26) (0.1) (23) (0.1)

その他設備工事 502 1.6 278 1.2

（うち電装工事） (226) (0.7) (9) (0.1)

合計 31,500 100.0 24,381 100.0

（うち電装工事） (1,829) (5.8) (1,595) (6.6)

うち海外工事 425 1.3 2,292 9.4



１．新任代表取締役候補 

 代表取締役社長   高橋 徹 (現 常務取締役 工事統括） 

２．退任予定代表取締役 

 代表取締役社長   平塚 卓 (取締役会長に就任予定) 

１．新任取締役候補 

 取締役       田 雅博 (現 執行役員工事副統括兼原子力部長) 

２．退任予定取締役 

 常務取締役工事統括 今西 和治 (顧問に就任予定) 

  

平成17年10月24日、中国電力株式会社の発電所内での工事中に当社の下請作業員のガス熔断作業の火

の粉により発生した火災の延焼により、中国電力株式会社の施設等に損害を与えた事故に関して、当社

への元請発注者である中電プラント株式会社から、同社が中国電力株式会社らに合計4,285百万円の損

害賠償をしたので、その全額を当社に賠償請求するという訴訟が、平成20年10月６日付で広島地方裁判

所に提起され、現在係争中です。 

当社は、延焼による損害賠償責任は「失火の責任に関する法律」によって基本的にその責任を免除さ

れていると判断しており、その旨訴訟において主張しております。 

  

8. その他

(1) 役員の異動

①代表者の異動(平成21年６月26日付予定)

②その他の役員の異動(平成21年６月26日付予定)

(2) その他

(訴訟について)




